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                                県民生活環境部 

No. １  

 

制 度 名 
地方消費者行政強化交付金等による消費者

行政強化事業及び推進事業 

主管課名 生活文化課・生活 G 

問合せ先 029-301-2829 

目的・趣旨 
消費生活相談窓口の充実強化，相談員のレベルアップ等の事業を実施するこ

とにより，消費者行政の強化及び推進を図る。 

〔対象団体〕 

 消費者行政の強化及び推進のための事業を実施する市町村 
 
〔対象事業〕 

 １ 強化事業 

   国が提示するメニューに該当する事業 

（ＳＤＧｓへの対応，国の制度改正等に対応した重要消費者政策） 

 ２ 推進事業 

 （1）消費生活相談機能整備・強化事業 

（2）消費生活相談員養成事業 

（3）消費生活相談員等レベルアップ事業 

（4）消費生活相談体制整備事業 

（5）地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業 
 
〔補助要件等〕 

 １ 強化事業 

   上記の対象事業のうち，国による採択を受けた事業に対して補助する。 

 ２ 推進事業 

   上記の対象事業のうち，平成 21年度から 31 年度までに開始した新規事業，又は 

既存事業の拡充・強化部分に対して補助する。 
 
〔対象経費〕 

 地方消費者行政強化事業及び推進事業実施要領等に定める経費 
 
〔補助限度額等〕 

 １ 強化事業 

   事業実施に必要と認められる経費の 1/2（上限なし） 

 ２ 推進事業 

   毎年度，市町村ごとに定める 

 

〔経費負担割合〕 

区   分 国 県 市町村 その他 

強化事業 

 市町村 

推進事業 

 市町村（人件費） 

 市町村（その他） 
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〔31 年度当初予算額〕 

               60,266千円 

〔31 年度補助対象団体〕 

44 市町村 

〔備考〕 

 

 


